
 

定住自立圏形成協定の一部を変更する協定書 

 

平成２５年３月２８日付けで大牟田市（以下｢甲｣という。）と長洲町（以下

｢乙｣という。）との間に締結した定住自立圏形成協定の一部を変更する協定を

次のとおり締結する。 

別表第１及び別表第２を次のように改める。 

別表第１（第３条関係） 

 

生活機能の強化に係る政策分野 

 

１ 福祉 

取組事項 取組内容 甲の役割 乙の役割 

認 知 症 施 策

の広域的推進 

認知症高齢者等の

行方不明者を早期に

発見するため高齢者

等ＳＯＳネットワー

クにおける協力体制

づくりを進め、定住

自立圏の圏域（以下

「圏域」という。）に

おいて高齢者等が安

心して暮らせるまち

づ く り の 推 進 を 図

る。 

乙及び関係機関と

連携して、高齢者等

ＳＯＳネットワーク

の拡充を図り、高齢

者等になっても安心

して暮らせるまちづ

くりを推進するとと

もに、取組の調整を

図る。 

甲と連携し、高齢

者等ＳＯＳネットワ

ークの拡充を図ると

ともに、乙の区域の

関係機関との連携を

図る。 

 

２ 教育・文化 

取組事項 取組内容 甲の役割 乙の役割 

圏 域 内 の 図

書 館 の 相 互 利

用 

圏域内の図書館に

おける相互利用を図

り、圏域住民の教養

の向上及び文化の発

展に取り組む。また、

図書館資料の情報等

の共有化を図り、圏

域住民が利用しやす

い図書館サービスの

推進を図る。 

乙及び関係機関と

連携して、圏域内の

図書館における情報

等の共有化に取り組

み、甲の住民をはじ

め、圏域住民に対す

る図書館サービスの

充実及び向上を図る

とともに、取組の調

整を行う。 

甲と連携して、圏

域内の図書館におけ

る情報等の共有化に

取り組み、乙の住民

をはじめ、圏域住民

に対する図書館サー

ビスの充実及び向上

を図る。 

圏 域 内 の 文 圏域内における文 文化事業に関する 文化事業に関する 



 

化振興 化事業に係る情報の

共有化及び情報発信

機能の向上を図る。

また、共同文化事業

の検討など圏域にお

ける更なる文化の向

上及び住民福祉の増

進を図る。 

情報を提供するとと

もに、乙と連携して

文化事業に関する情

報を収集し、集約し、

及び発信する。また、

乙及び関係機関と連

携して、文化事業を

実施する。 

情報を提供するとと

もに、甲と連携して

文化事業に関する情

報を収集し、及び発

信する。また、甲及

び関係機関と連携し

て、文化事業を実施

する。 

 

３ 産業振興 

取組事項 取組内容 甲の役割 乙の役割 

重 要 港 湾 三

池 港 を 活 用 し

た産業の振興 

重要港湾である三

池港の圏域内共有物

流拠点としての整備

や活用促進を図り、

圏域経済の活性化及

び産業の振興を推進

する。 

三池港港湾計画に

基づく港湾整備を促

進するために、事業

主体である国や福岡

県との連携を強化す

るとともに、地元関

係 者 と の 調 整 を 図

る。また、三池港の

利用を促進するため

に、マイポートみい

け利用促進協議会等

へ参画し、定期航路

の維持及び拡大を図

るとともに、支援事

業情報について、地

場企業への情報発信

を行う。さらに、乙

に対し、三池港に関

する各種情報を提供

するとともに、圏域

内の企業情報の共有

化及び連携したポー

トセールスの展開に

より、港湾の活性化

を図り産業の振興を

推進する。 

甲と協力し、圏域

内の企業情報の共有

化を図り、ポートセ

ールスに協力する。

また、甲が参画する

マイポートみいけ利

用促進協議会等で実

施する支援事業情報

について、地場企業

への情報発信を行う

とともに、企業育成

を通じた産業の振興

を推進する。 

中 小 企 業 の

振興 

産官と独立行政法

人国立高等専門学校

機構有明工業高等専

門学校（以下「有明

工業高等専門学校」

という。）との交流事 

有明広域産業技術

振興会を中心に、乙

及び関係機関と連携

して、圏域における

産官と有明工業高等

専門学校との交流事 

有明広域産業技術

振興会を中心に、甲

及び関係機関と連携

して、産学官の連携

及び協力の推進を図

り、圏域の中小企業 



 

 業を実施し、圏域の

産学官の連携及び協

力の推進を図る。ま

た、圏域の中小企業

の振興及び発展を図

るとともに、圏域の

課題に関する調査及

び研究を行う。さら

に、民間人材を活用

した圏域の振興を図

るため、圏域におけ

る民間人材に対し、

専門性の高い講座や

セミナーの開催によ

る新たな技術の取得

の機会の提供などの

取組を推進する。 

業を実施し、産学官

の連携及び協力の推

進 並 び に 調 整 を 図

る。また、圏域の中

小企業の振興及び発

展に取り組む。さら

に、乙と連携して圏

域全体の振興を図る

ため、専門性の高い

講座やセミナーを開

催し、民間人材の育

成を図るとともに、

取組の調整を図る。 

の振興及び発展に取

り組むとともに、圏

域の課題に関する調

査及び研究を行う。

さらに、甲が実施す

る講座の受講生やセ

ミナーの参加者の募

集を行うとともに、

甲の取組を支援し、

民間人材の育成を図

る。 

雇用の促進 圏域の企業の情報

発信や関係機関との

連携などにより、圏

域住民等の就業機会

の創出を図るととも

に、圏域の企業の人

材確保を推進する。 

乙及び関係機関と

連携して、圏域の企

業の求人情報等の収

集 や 情 報 交 換 を 行

い、圏域住民等の就

業機会の創出を図る

とともに、圏域の企

業の人材確保を推進

する。 

甲及び関係機関と

連携して、圏域の企

業の求人情報等の収

集 や 情 報 交 換 を 行

い、圏域住民等の就

業機会の創出を図る

とともに、圏域の企

業の人材確保を推進

する。 

鳥 獣 害 防 止

対策 

圏域内の農業被害

を軽減し、山村の機

能を保全するため、

甲及び乙の慣例によ

る地域における有害

鳥獣対策を行うとと

もに、必要に応じて、

圏域内における連携

した鳥獣害防止対策

を行い、被害の軽減

及び防止対策を総合

的に進める。 

関係住民等との連

携を図り、乙と鳥獣

被害に関する情報交

換を行う。また、必

要に応じて、乙と共

同して鳥獣害防止対

策を行い、被害の軽

減及び防止対策に取

り組むとともに、取

組の調整を図る。 

関係住民等との連

携を図り、甲と鳥獣

被害に関する情報交

換を行う。また、必

要に応じて、甲と共

同して鳥獣害防止対

策を行い、被害の軽

減及び防止対策に取

り組む。 

    

 

４ その他 

取組事項 取組内容 甲の役割 乙の役割 

環 境 保 全 活 環境意識の啓発に 乙と連携し、圏域 甲と連携し、圏域 



 

動の推進 連携して取り組み、

圏域内の環境意識向

上を図るとともに、

ＣＯ２の削減に資す

る再生可能エネルギ

ーの利用促進等を図

る。 

住民や事業者への環

境意識啓発などに取

り組む。また、再生

可能エネルギー等の

利用に向けた啓発等

に取り組む。 

住 民 や 事 業 者 へ の

環 境 意 識 啓 発 な ど

に取り組む。また、

再 生 可 能 エ ネ ル ギ

ー 等 の 利 用 に 向 け

た 啓 発 等 に 取 り 組

む。 

 

別表第２（第３条関係）  

 

 結びつきやネットワークの強化に係る政策分野 

 

１ 地域公共交通 

取組事項 取組内容 甲の役割 乙の役割 

地 域 公 共 交

通 の 維 持 確 保

及び利用促進 

圏域内の通勤や通

学、通院等の利便性

の向上を図るため、

圏域内を結ぶ鉄道等

の公共交通ネットワ

ークの強化を図ると

ともに、関係機関等

と連携して公共交通

機関の維持確保及び

利 用 促 進 に 取 り 組

む。 

乙及び関係機関等

と連携して、公共交

通の結節点となる鉄

道駅への交通アクセ

スの充実及び利便性

の確保を図るため、

バス事業者への運行

支 援 を 行 う と と も

に、公共交通ネット

ワークの強化に関す

る 取 組 の 調 整 を 図

る。また、ＪＲ鹿児

島本線の利便性の確

保に向けた関係機関

への働きかけや、利

用 促 進 の た め の 普

及・啓発活動を行う。 

甲及び関係機関等

と連携して、主要な

鉄道駅への交通アク

セスの充実及び利便

性 の 確 保 を 図 る た

め、乗合タクシーの

運行支援を行う。ま

た、ＪＲ鹿児島本線

の利便性の確保に向

けた関係機関への働

きかけや、利用促進

のための普及・啓発

活動を行う。 

 

２ 道路等の交通インフラの整備 

取組事項 取組内容 甲の役割 乙の役割 

道 路 整 備 の

促進 

圏域内の道路交通

のネットワーク化を

図るため、国、福岡

県、熊本県等の関係

機関と連携して、圏

域に必要な道路網の

乙及び国、福岡県

等の関係機関との連

携を図り、地域高規

格道路有明海沿岸道

路や主要幹線道路の

整備促進に向けた取

甲及び国、熊本県

等の関係機関との連

携を図り、地域高規

格道路有明海沿岸道

路や主要幹線道路の

整備促進に向けた取



 

整備に取り組む。 組を行うとともに、

圏域内のアクセスの

向上のための道路整

備に取り組むほか、

道路交通のネットワ

ーク化を図るための

調整を行う。 

組を行うとともに、

圏域内のアクセスの

向上のための道路整

備に取り組む。 

    

 

３ 圏域内外の住民との交流及び移住の促進 

取組事項 取組内容 甲の役割 乙の役割 

地 域 資 源 を

い か し た 広 域

観光の振興 

圏域内に存在する

様々な観光資源及び

地域資源の積極的な

活用並びに情報発信

を行うとともに、観

光プロモーションの

実施により地域資源

の魅力向上と交流人

口 の 増 加 を 促 進 す

る。 

乙及び関係機関と

連携して、圏域内に

存在する様々な観光

資源及び地域資源を

積極的に活用し、観

光振興に資する事業

や共同での情報発信

を行う。また、観光

プロモーション事業

を行うとともに、取

組の調整を図る。 

甲と連携し、圏域

内に存在する様々な

観光資源及び地域資

源 を 積 極 的 に 活 用

し、観光振興に資す

る事業や共同での情

報発信を行うととも

に、観光プロモーシ

ョン事業を行う。 

 

４ その他 

取組事項 取組内容 甲の役割 乙の役割 

安心・安全情

報 シ ス テ ム の

運用 

災 害 や 犯 罪 に 強

い、安心で安全なま

ちづくりを推進する

ため、甲及び乙が実

施している災害や暮

らしの安心・安全に

関する情報のメール

配信サービス「愛情

ねっと」について、

相互に連携して安定

的な運営を図る。 

甲及び乙が実施し

ている災害や暮らし

の安心・安全に関す

る情報のメール配信

サービス「愛情ねっ

と」を活用し、甲の

区域内における災害

や暮らしの安心・安

全に関する情報を配

信するとともに、乙

と連携してシステム

の安定的な運営を図

る。 

甲及び乙が実施し

ている災害や暮らし

の安心・安全に関す

る情報のメール配信

サービス「愛情ねっ

と」を活用し、乙の

区域内における災害

や暮らしの安心・安

全に関する情報を配

信するとともに、甲

と連携してシステム

の安定的な運営を図

る。 

危 機 管 理 体

制の強化 

圏域内における災

害を想定した実務的

な研修や意見交換、

大規模感染症等発生 

圏域内における災

害を想定した実務的

な研修会や災害時の

連携を図るための意 

圏域内における災

害を想定した実務的

な研修会や災害時の

連携を図るための意 



 

 時における情報共有

等 の 連 携 を 図 る な

ど、圏域内の危機管

理 体 制 の 強 化 を 図

る。 

見交換会について、

企 画 及 び 運 営 を 行

う。また、大規模感

染症等発生時におけ

る情報共有等の連携

を図る。 

見交換会について、

甲と協力して実施す

る。また、大規模感

染症等発生時におけ

る情報共有等の連携

を図る。 

業 務 効 率 化

の推進 

圏域内での情報交

換等を実施し、ＩＣ

Ｔの活用等による業

務効率化の推進を図

る。 

他自治体や民間事

業者の動向について

情報を収集するとと

もに、圏域内で情報

交換等を行い、ＩＣ

Ｔの活用等による業

務効率化の推進を図

る。 

他自治体や民間事

業者の動向について

情報を収集するとと

もに、ＩＣＴの活用

等による業務効率化

の推進を図る。 

 

この協定の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１

通を保有する。 

 

  令和２年１１月８日 

 

     甲）福岡県大牟田市有明町２丁目３番地 

       大牟田市 

       （代表者） 市  長 

 

     乙）熊本県玉名郡長洲町大字長洲２７６６番地 

       長洲町 

       （代表者） 町  長 


